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奈良市の未来を見据えた

地域エネルギーセンターを核としたまちづくり
2024.2

(新クリーンセンター事業概要書)
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未来
歴史・文化・観光

エネルギー
環境・農業

これまで不要とされていたごみを資源
（燃料）とし、そこから環境にやさし
い再生可能エネルギーを創出

生み出したエネルギーを使い、
持続可能な環境・農業を支える

観光や農業を通じて多様な人材がつな
がり、地域に賑わいが生まれ、奈良市の
新しい価値の発信拠点に

人々の行動変容を促し、
地球にやさしく魅力ある都市を構築し
住みやすく・働きがいのあるまちへ

ごみ＝資源【宝】と価値観を転換し、限りある資源の循環を通して、
私たちの暮らしを将来に渡って持続維持可能なものにします

ビジョン
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再生と創造のエリア

01 七条エリアとは

奈良時代、このエリアは「平城京」の域内に

位置し、鋳造、鍛造、漆工で平城京全体

の経済を支えました。

中世になると、この近辺の地下で採取でき

る良質な粘土が利用され、陶器や瓦作りが

盛んになりました。これらの製品は全国に

販売・流通され、都市の経済活動を支えて

いきました。

遺跡から出土した
室町時代の「奈良火鉢」。
大和の名産として、
京都を中心に全国で流通

古くから都市の経済活動を支え続けた七条エリアは、奈良時代から連綿と続く、
「再生と創造」の場です。

エリアの持つ
歴史的意義

今を生きる私たちも、先人たちに思い

を馳せ、不要とされていたごみを資源

（燃料）として、エネルギーを回収

（再生）し、活用（創造）させる

ための「地域エネルギーセンター」を

建設することにより、都市を潤します。

七条エリアは、

「先人たちが

資源を自ら

見出し、

別の形に

創造してきた」

歴史のある地

七条エリアが育んできた歴史 歴史に即した施設を建設
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地理的優位性

周辺に工場の
立地規制や
高さ等の制限
なし

国道24号から
アクセス可能で
あり収集運搬
効率に優れる

生活道路を
通らずにアクセス
可能

入出場時の
交通への影響が
ほとんどない

※奈良養護学校については、奈良県が移転建替え方針。

七条地区は広大な平坦地。地域エネルギーセンター建設にあたり、支障となるような土地利用
に関する規制がありません。周辺住宅からの離隔も十分にとれ、幹線道路からの接道状況も
良好な場所であり、収集運搬効率などの面でも優れています。

七条地区
について

01 七条エリアとは

【歴史的環境調整区域】
環境保全と都市開発の
調和を図る区域

※世界遺産の周辺環境を直接
保護する区域ではない

※市街化調整区域と同じ規制

建設候補地

 支障となる立地規制がない

 収集運搬効率の面で優れている

 幹線道路からの接道状況が良好である
（国道24号は第1次緊急輸送道路※に指定）

 半径300m以内に住宅なし

（現工場と比較し、約10%の効率化）

※緊急輸送道路に指定された路線については、自然災害への安全度を
高めるため、道路施設の防災対策を優先して進めることから、災害に
強い道路です。
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12棟（300戸）

同心円内住宅数

100m

200m
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戸建住宅

集合住宅

七条地区

戸建住宅

計470戸計0戸

01 七条エリアとは

半径300ｍ以内に住宅なし
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七条エリアから始まる「ゼロカーボンシティ・奈良」

02 ゼロカーボンシティ・奈良

地域エネルギーセンター 資源循環ゾーン

2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、政府の「2050カーボンニュートラル
宣言」実現に向けて、ごみを資源（燃料）としてエネルギーへ再生し、多様な価値を創造する、
環境・農業・観光などの最先端の取組を実行します。

ゼロカーボン
シティ

敷地面積 約 ８ ha

駐車場

ごみを燃やす際に
生まれるエネルギー
（熱）からの発電

最新技術で
自然環境・住環境にも
やさしい施設

地震や水害に強い
災害時における
防災拠点

生まれたエネルギーや
たい肥を活用した
循環型農業

食と農の提供により
幅広い市民に
親しまれる施設

資源循環を体験できる
施設として西ノ京エリアの
活性化に寄与
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地域エネルギーセンターで再生
通年・24時間

焼却資源量

約 290 t/日

ごみを燃やす際に生まれるエネルギー（熱）からの発電

約 40,000 MWh/年

を発電
（約 10,000 世帯分相当）

約 11,500 MWh/年

を施設内で利用

E

EVパッカー車等
（約100台）に利用

施設内で利用

近隣住宅を含む※

約 28,500 MWh/年

を売電

（約 7,200 世帯分相当）

約 10,000 MWh

約 1,500 MWh

※電力の一部は近隣住戸へ無償供給する予
定です。

地域エネルギーセンターでは、資源の焼却によって生み出される熱で発電を行います。その電力は
施設内での利用に留まらず、近隣住戸へ供給するなど広く活用し、脱炭素社会を実現するため
の大きな原動力となります。

02 ゼロカーボンシティ・奈良

新施設では、自ら発電する電力を利用することで、
現施設でのCO2排出量（約16,700 t-CO2 /年）の約3割（約5,000 t-CO2 /年）を削減することが可能です。
加えて、パッカー車をEVパッカー車に転換し、また、売電効果を考慮すれば、全体として約7,200 t-CO2 /年の削減が可能です。



8

最新の技術で自然環境・住環境にもやさしい施設

振動を感じないレベルです。

低振動型の機器を採用し、機器の配置に配慮することで、
人が振動を感じるレベル(55デシベル)以下である、36～46
デシベルになります。

河川等には放流しないため、影響はありません。

地域エネルギーセンター内で使用後の排水は、再利用後、
下水道に放流します。

臭気は外部にはほとんど漏れません。

内部を陰圧（気圧が低い状態）に保ち、加えてエアカーテン
を設置し、臭気が外部に漏れることを防止することで、臭気
指数10未満になります。

参考:臭気指数10（ウメの花）、臭気指数35（コーヒー）

02 ゼロカーボンシティ・奈良

施設整備にあたっては事前に十分な環境アセスメント調査を実施すると共に、最新技術を導入す
る事で自然環境・住環境にやさしい施設を実現します。

低騒音型の機器を採用します。

機器を専用室内に設置するなどの防音対策を講じることで、
規制値以下(昼間60デシベル・夜間45デシベル)になります。

参考：66デシベル（県立奈良朱雀高校北側道路付近の計測数値）

最新の排ガス処理設備を導入します。

法令に定められた排出基準値以下の、環境保全目標値
（自主管理値）を設定し、高いレベルの排出ガス処理を
行います。

大気

臭気

武蔵野クリーンセンター(2017)：0.018

0.011（奈良市百楽園）

0.0089～0.023
（奈良市西木辻町）

0.014～0.068
（大和郡山市馬司町）

※環境調査(奈良県)を基に作成

ダイオキシン類（単位：pg-TEQ/m3）の測定結果

0.019～0.041
（生駒市山崎町）

大気

水質

最新施設では、ダイオキシン類の発生は抑制され、一般
の住環境の数値と比較しても変わりはありません。

陰圧

施設内

振動

騒音

臭気
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地震や水害に強い災害時における防災拠点

– 災害に強い施設は、大規模災害時には防災機能を最大限
発揮し、市民の命を守ります。

• 災害時、周辺におられる方々が一時的に避難できるよう、保存食・
保存水・毛布などを備蓄します。

• 停電時もプラントから電気が供給されるため、照明、冷暖房などが
使用可能です。

• スマートフォン等の充電スポットも整備します。

施設の稼働継続および近隣住民のための浸水対策

–周辺の雨水を一時的に貯留
する防災調整池を整備し、
周辺の浸水リスクを軽減し
ます。

– 災害発生時、地域エネルギーセンターは、「災害廃棄物
等の処理を速やかに行うことで、被災地域の復旧活動を
支える」という重要な役割を担っています。

(参考)鳥取県東部広域行政管理組合リンピアいなば

盛土せずに
階高を上げる

搬入出車両は
ランプウェイを上がり出入り

– ランプウェイ※方式（出入り
口の階高を上げる方式）
など、建設コストを最小化
できる浸水対策を行います。
これにより、主要な設備は
大雨が降っても浸水しない
位置に設置されます。

※傾斜路のこと

02 ゼロカーボンシティ・奈良

新しい地域エネルギーセンターは、強靭性と浸水対策機能を有し、地震等のときも
エネルギーを供給し続けることが可能です。また、大規模災害時には防災機能を最大限発揮し、
市民の命を守ります。

避難物資の備蓄

非常電源の整備

一時避難できる場所

強靭性を確保した建物とし防災機能を保有

施設の稼働継続

近隣住民のための浸水対策

– 大地震の後、大きな補修をすることなく建物や設備が使用
できることを目標としています。火力発電所の耐震設計規定
を一部適用するなど、高い強靭性を確保します。

駐車場

地域エネルギー
センター

リサイクル
センター

防災調整池

ランプウェイ方式の事例

大雨時に一時的に雨水を貯留

貯留した水を徐々に放流



10

真庭観光局HP https://www.maniwa.or.jp/

生まれたエネルギーやたい肥を活用した循環型農業
食と農の提供により幅広い市民に親しまれる施設

02 ゼロカーボンシティ・奈良

焼却ごみの約４割を占める食品残渣を再資源化。資源循環ゾーンは、SDGsや地域の資源
循環の発信拠点として、新たな交流が生まれる場所、地域に親しまれる場所とします。

肥料

資源循環ゾーンは
地域の生産者と直接つながったマーケットや
レストランのほか、子どものあそび場もあり、
多世代で楽しめる場所になります。

加工・販売

環境にやさしいエネルギーの活用とともに、
食品残渣を堆肥化し、

その堆肥で農作物を育て、地域で食すという
資源循環を構築します。

堆肥化
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資源循環を体験できる施設として西ノ京エリアの活性化に寄与

E

環境に
やさしい宿泊

地産食材
の消費

環境
教育

歴史・
文化・自然
体験

修学旅行生向けの循環型社会の体験学習（市内全体）

奈良公園エリア

食農
体験

循環型社会体験（資源循環ゾーン）

※ 訪問率：令和４年度 修学旅行生「奈良旅行」支援金事業の集計による
奈良市内の訪問地他（小・中・高全体）

訪問率※

約 15 %

平城宮跡エリア

訪問率

約 84 %

西ノ京エリア

訪問率
約 11 %

新たな施設を整備することで西ノ京エリアを活性化

JR新駅

令和10年度
設置予定

JR新駅と西ノ京エリアへの連結強化を図りつつ、さらに資源循環
ゾーンが西ノ京エリアと他エリアとの結節点となることで、修学旅行
生の滞在時間の延長を図ります。

02 ゼロカーボンシティ・奈良

新たな施設を整備することで、歴史遺産の豊富な西ノ京エリアの魅力を多くの人に伝え、その
価値を次世代へ継承することで、地域の持続的な発展に繋げます。

地域エネルギーセンター
資源循環ゾーン

循環型社会の取組を体験できる施設として、市内外の子どもたちの
学びの場を創造します。
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実現のためのロードマップ

R9R8R7R6 R12R11R10 R13 R14

事業運営主体公募

事業者の公募／事業者決定

土地の取得

土地の取得

都市計画決定

測量調査等／基本設計／環境影響評価

詳細設計・建設

設計・拠点整備

エネルギー
供給開始

事業運営主体の設立／運営開始

資源循環ゾーン開設

新しい観光ルート

市民参画の仕組みや耕作放棄地問題への取り組み

資
源
循
環
ゾ
ー
ン

地
域
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
ン
タ
ー

リ
サ
イ
ク
ル
セ
ン
タ
ー

市にて実施 民間にて実施

マーケット・レストラン運営

03 実現に向けた取組
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【事例】一関市による「エネルギー回収型一般廃棄物処理施設の余熱を
活用した園芸施設に関するサウンディング型市場調査」

七条地区周辺では、農業者の高齢化や後継
者不足により耕作放棄地の増加が懸念され
ています。
全国的にも平成17年と令和2年の農業従事
者数を比較しますと、すべての年齢階層で減
少し、高齢化率も高まっています。

条件

供給熱量
最大6.3GJ／h
ただし、令和18年度の推計値ですので、供給期間の
最長30年後を保証するものではありませんのでご留意ください。

供給形態 温水（約50℃）

供給期間 最長30年間

余熱利用料
利用料は現在検討中ですが、
今回のサウンディング調査では「無料」を想定して提案をお願いします。

施設整備条件
最大供給熱量が利用可能な施設整備を検討してください。
ただし、常時利用でなくても結構です。

その他
一般廃棄物処理施設の稼働条件により、熱量は変動します。
余熱を園芸施設内で利用するための設備等の整備は
事業者負担となります。

【参考1】周辺の耕作放棄地問題への取組

地域エネルギーセンターから発生する熱※を、民間活力を活用
し、様々な視点から農業の振興へつなげていくための取組を検
討します。

※農林水産省HPより

※熱は、蒸気や温水として、導管で 1km 程度までの範囲に供給可能。

農業者の高齢化や後継者不足により、潜在的に抱える耕作放棄地問題などの将来的な課題の解消を目指します。

計
2,240,672

人

計
1,363,038

人

【事例】
余熱を利用した「アクアポニックス」
水耕栽培と水産養殖を掛け合わせた、
次世代の環境保全型農業
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【参考2】市民参画によるまちづくりのための仕組み

多くの市民や地域企業の参画により、地域エネルギーセンターを核とした循環型社会を実現します。

国の補助
・市の財源

住民等による投資

地域企業による
投資

地域企業等

住民

“市民参加型のミニ公募債”や
“投資型クラウドファンディング”の活用し、
市民参加型の事業を目指します

新しく創設された“株主コミュニティ制度”
を活用し、地域に根差した企業等の
投資・参加を促します

資源循環ゾーンでの

収益から生まれる

配当等

今を生きる

市民の投資

参画の
循環

地域エネルギーセンターで

子どもたちの未来のための

財産を形成
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【参考3】新たな施設の建設による財政効果

売電収入

現施設 地域エネルギーセンター

電気代

薬品費

燃料費

維持管理費

人件費 約 8.9 億円

0 円

約 4.3 億円

約 1.0 億円

約 0.3 億円

約 13.0 億円

約 5.9 億円

約 3.7 億円

約 0.3 億円

約 0.9 億円

約 0.1 億円

約 6.8 億円

+3.7

-3.0

-4.0

-0.1

-0.2

-6.2

新たな施設の建設により

年間 約 17.2 億円の

プラス効果

収益

経費

約 13.5 億円／年の経費の減

約 3.7 億円／年の収益の増

※1

※3

※1：直営人件費に、委託費のうち人件費相当額を加えて算出。
※2：現施設の経費は令和５年度予算ベースで算定。
※3：新施設の経費は、民間企業に施設の運営を委託した場合の経費を想定。各費目は当該委託費の内訳金額を記載。

経費合計 約 14.0 億円-13.5約 27.5 億円

※2

現在の老朽化した施設から新施設に生まれ変わることで、年間の経費が約13.5億円削減できる見込みです。
さらに、地域エネルギーセンターの売電収益が年間約3.7億円見込まれます。
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施設整備イメージ


